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研究成果の概要（和文）：本研究では企業を取り巻く外部の競争環境の変化に対し、組織が「人材」を通じて、
いかに組織内に「柔軟性」（flexibility: 外部環境に対して動態的に適合する能力）を組み込み、企業の競争
優位に繋げられるかに関する理論的・実証的検討を行った。とりわけ、本研究では国際比較の観点から、東アジ
ア主要国の企業及び従業員を対象とし、時系列縦断的調査による精緻な方法から調査・研究を実施し明らかにす
ることを試みた。本研究により、国内外の主要学術誌に複数の論文が掲載されたほか、国内・海外の主要学会に
て発表した論文が優秀論文賞／Best Paper Award等を複数受賞するなどの高い評価を得ている。

研究成果の概要（英文）：Responding to increased uncertainties and changes now surrounding many work 
organizations across the globe, this research project has aimed at conducting both conceptual and 
empirical analyses regarding the effectiveness of human resource flexibility within the 
organizations. Specifically, the research has examined how firms establish competitive advantages 
through enhancing employees' skill and behavioral flexibility as well as an organization's practice 
flexibility. Findings from this research project have appeared in such journals as Human Relations, 
Journal of Managerial Psychology, International Journal of Human Resource Management, and so forth. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究が依拠する研究分野は、90年代以降
急速に進展している「戦略的人的資源管理
（strategic human resource management：以下、
SHRM）といわれる分野である。この領域は、
企業の人材マネジメントと競争戦略・競争優
位との関係を解明することを志向して萌芽
し発達してきた。既存の SHRM研究では、企
業の人材マネジメントと競争優位の関係を、
(1) 普遍的仮説（universalistic hypothesis）、(2) 
コンティンジェンシー適合仮説（contingency 
fit hypothesis）、(3) コンフィギュレーション
適合仮説（configuration fit hypothesis）の 3つ
の理論的仮説から説明が試みられ、これら理
論仮説を検証すべく、内外で数多くの実証研
究が蓄積されてきている（岩出, 2002; Ramsey, 
Scholarios, & Harley, 2000; Wall & Wood, 2005）。 
本研究を着想した当時（2012～13 年）は、
リーマンショック（2008年）に端を発した出
口の見えない深刻な世界同時不況に加え、東
日本大震災（2011年）による甚大な社会的・
経済的損失等により、企業を取り巻く経営環
境の不確実性や予測困難性が著しく増大し
ている最中であった。こうした中で、企業の
外的な競争環境と組織内の人材マネジメン
ト（human resource management: 以下、HRM）
施策との「静態的な適合」(static fit) に限定さ
れていた既存研究の枠組みを超えて、組織が
いかに人材を通じて絶えず変化する企業の
外的な競争環境にプロアクティブに適応で
きるかという「動態的な適合」（dynamic fit）
の解明、すなわち「柔軟性」（flexibility: 外部
環境に対して動態的に適合する能力）の概念
を組み込んだ SHRM 研究の実施が急務の課
題であった。 
 
２．研究の目的 
以上の背景を踏まえ、本研究では企業を取
り巻く外部の競争環境の変化に対し、組織が
「人材」を通じて、いかに組織内に「柔軟性」
を組み込み、企業の競争優位に繋げられるか
に関する理論的・実証的検討を行う。とりわ
け、本研究では国際比較の観点から、東アジ
ア主要国の企業及び従業員を対象とし、時系
列縦断的調査による精緻な方法から調査・研
究を実施することを目的とした。具体的には、
採用・育成・評価・報酬の諸活動を含む企業
の HRM 施策が、個人レベルでの柔軟性（人
材柔軟性：スキルや行動面などの柔軟性）及
び組織レベルでの柔軟性（組織外環境への適
応）をいかに促し、人材・組織の諸成果の向
上に結びつけることが可能かに関する検証
を試みた。 
 
３．研究の方法 
 研究初年度は、組織レベル・個人レベルで
の「柔軟性」概念の促進要因・結果要因等に
関する文献レビューを行い、本研究の分析枠
組みを設定した。同時に、国内外の複数の企
業に対する定性的調査と暫定的な項目設定

に基づく質問紙を用いた予備的定量調査を
行った。これらの調査結果から得られた情報
をもとに分析枠組み並びに質問項目の修
正・変更を行い、その後継続的な縦断的調査
（主に一般従業員層と管理者層）を実施した。
収集された時系列データは階層構造を持つ
ため、マルチレベル理論を応用した統計技法
等を用い解析を行った。 
 
４．研究成果 
 主な研究成果として、図１の分析モデルに
即して解析を行った結果について報告する。 

 階層線型モデル（HLM）に基づき、最尤法
にて各パラメータを推定した結果、以下の 4
点が明らかとなった。 
 第１に、実施される施策の違いにより「ス
キル柔軟性」の効果に差がみられることが明
らかとなった。すなわち、組織レベルの HRM
４施策のうち、「育成目的の業績評価」と「包
括的な教育訓練」は、従業員のスキル柔軟性
に対して有意な正の関係を示している一方、
他方で報酬施策に関わる２施策（「外部衡平
性を促す報酬施策」及び「個人衡平性を促す
報酬施策」）は、スキル柔軟性に有意な負の
関係を示していた。したがって、仮説１は、
仮説 1a及び 1bのみ支持された。 
 第２に、いずれの HRM 施策も行動柔軟性
と統計的に有意な正の関係を示しておらず、
仮説 2(a～d)はすべて棄却された。興味深い点
として、先のスキル柔軟性の結果と同様、「個
人衡平性を促す報酬施策」が行動柔軟性に有
意な負の関係を有しており、個人の貢献度を
明確にし処遇する報酬施策は、従業員の行
動・スキル両面の柔軟性を阻害する可能性が
あることが示された。 
 第３に、従業員の要求－能力適合（DA fit）
と HRMの各施策（A～D）が「スキル柔軟性」
に与える交互作用効果について、DA fitと「包
括的な教育訓練」、及び DA fit と「個人衡平
性を促す報酬施策」が、有意な負の交互作用
効果を有しており、仮説に支持的な結果を示
していた。一方で、DA fitと「外部衡平性を
促す報酬施策」は、仮説に反して正の交互作
用効果を示していた。これらの有意な交互作
用効果をプロット化したものが、図２～４で
ある。 
 これによると、本仮説を実際に支持してい
るのは図 2の DA fitが包括的な教育訓練とス
キル柔軟性の正の関係を負の方向に調整す
る効果のみであることがわかる。すなわち、

ＨＲＭ施策
（T1：組織レベル）

従業員柔軟性
（T3：個人レベル／上司評価）

(a) 育成目的の業績評価

(b) 包括的な教育訓練

(c) 報酬の外部衡平性

(c) 報酬の個人衡平性

注：表中のT1、T2、T3はそれぞれ、Time 1、Time 2、Time 3を指す。

図１．本研究の分析枠組み
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DA fitの高い従業員に対しては、包括的な教
育訓練がスキル柔軟性に与える影響はフラ
ットに近いのに対し、DA fitの低い従業員に
対しては、教育訓練はスキル柔軟性をより強
く高める効果があることが確認できる。した
がって、仮説３(a～d)のうち仮説 3bが支持さ
れた。 

 最後に従業員の DA fitと HRMの各施策（A
～D）が「行動柔軟性」に与える交互作用効
果については、DA fitと「包括的な教育訓練」
のみが、仮説に適合的な有意な負の交互作用
効果を示していた。この有意な交互作用効果
をプロットしたところ、スキル柔軟性に対す
る効果と同様、包括的な教育訓練が、DA fit
の低い従業員に対して、強い正の効果を行動
柔軟性に持つことが明らかとなった。したが
って、仮説４(a～d)のうち仮説 4bが支持され
た。 
 以上の検証結果から、コミットメント・モ
デルに従った HRM４施策は、従業員の職場
レベルでの柔軟性に対して必ずしも同一の
効果を持っていないこと、とりわけ、個人の
貢献度に応じた報酬分配をもたらす施策は
スキル・行動の両面の柔軟性に対して負の効
果を持つ可能性が示された。今後さらなる詳
細な検証が必要だが、成果主義など個人の貢
献度により報酬額を差別化する報酬施策は、
従業員の柔軟性や役割外行動を阻害するな
どの負の側面が顕在化しうることを認識し、
運用に際しては留意する必要がある。 
 一方、上記４施策のうち、包括的な教育訓
練施策が、スキル・行動柔軟性ともに、DA fit
の低い従業員に対して、DA fitの高い従業員
よりも高い柔軟性促進の効果があることが
確認された。含意としては、従業員のミスフ
ィットに対する対処資源として広範な育成
プログラムを準備しておくこと、またそれを
従業員が知覚（認識）していることが重要と
いえるかもしれない。同時に、ミスフィット
している従業員を組織の柔軟な環境適合に
インボルブメントさせる上で育成重視の人

材戦略は効果を持つ可能性もうかがえた。た
だし、これらの示唆をより強固なものにする
ためにも、今後さらなる検証の蓄積が必要で
ある。 
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図３．包括的な教育訓練とスキル柔軟性との関係
における要求―能力適合（DA fit）の調整効果

図４．個人衡平性を促す報酬施策とスキル柔軟性との関係
における要求―能力適合（DA fit）の調整効果

図５．包括的な教育訓練と行動柔軟性との関係
における要求―能力適合（DA fit）の調整効果
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